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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第２期
第３四半期
連結累計期間

第３期
第３四半期
連結累計期間

第２期

会計期間
自  平成23年２月１日
至  平成23年10月31日

自  平成24年２月１日
至  平成24年10月31日

自  平成23年２月１日
至  平成24年１月31日

売上高 (百万円) 132,878 131,563 176,013

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △39 801 △118

四半期純利益又は四半期(当期)
純損失(△)

(百万円) △2,697 353 △3,096

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △2,397 242 △3,062

純資産額 (百万円) 31,491 31,180 30,825

総資産額 (百万円) 122,373 119,774 125,555

１株当たり四半期純利益金額又
は四半期(当期)純損失金額(△)

(円) △29.14 3.82 △33.45

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 25.1 25.3 23.9

　

回次
第２期
第３四半期
連結会計期間

第３期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年８月１日
至  平成23年10月31日

自  平成24年８月１日
至  平成24年10月31日

１株当たり四半期純損失金額
(△)

(円) △25.59 △6.68

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第２期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」について重要な変更があったものは以下のとおりであります。文中におけ

る将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。

 

 以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企業情報　第２　

事業の状況　４　事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

 

⑥訴訟リスク

当社の子会社である株式会社図書館流通センター（以下「ＴＲＣ」）及び株式会社図書流通（以下

「図書流通」）が株式会社トーハン（以下「トーハン」）から提起された損害賠償請求訴訟（平成22年

７月２日提起、請求金額20億583万2,974円）について、東京地方裁判所にて係争中でありましたが、本件審

理の過程において同裁判所より和解勧告があり、協議の結果、和解案を受諾することとし、平成24年10月18

日に裁判上の和解が成立いたしました。和解内容の概要として、ＴＲＣは、ＴＲＣがトーハンに対して有し

ている本件訴訟外の債権１億4,823万8,016円の一部（1,823万8,016円）を放棄し、トーハンは、残金１億

3,000万円をＴＲＣに支払うとともに上記の請求を放棄するというものであります。ＴＲＣ及び図書流通

は、経営上の観点から紛争の早期終結及び債権の早期回収が妥当と判断し、裁判所からの和解勧告も勘案

し、和解に応じたものです。上記残金につきましては、平成24年10月31日にＴＲＣがトーハンから全額回収

しており、当社として当該訴訟が終了したことを確認いたしましたので、前事業年度の有価証券報告書に

記載した「⑥訴訟リスク」の事業等のリスクは消滅しております。

 

 なお、重要な事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループが判断したものであり

ます。

(1)業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成24年２月１日～平成24年10月31日）におけるわが国経済は、東日本

大震災の影響からの回復はみられるものの、欧州の財政金融危機や新興国の景気減速など、景気動向は依

然として不透明な状況で推移しております。

また、出版流通業界におきましては、紙による書籍販売の縮小が続く中、モバイル・ＰＣ端末に提供さ

れるデジタルコンテンツとの新たな競争など、大変厳しい状況にあります。

　このような状況のなか、当社グループは店舗事業において、経営一本化による事業運営の効率化と投資

効率の向上、一層迅速な経営判断と施策の実行、及びそれらによるサービス力、コスト競争力の強化を図

り、さらに採算性の向上を目指し、平成24年１月29日付で、株式会社ジュンク堂書店を丸善書店株式会社
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の完全子会社とするグループ内組織再編を実施いたしました。

また子会社の「株式会社図書館流通センター」のネットによる書籍販売サイトの「ビーケーワン」と

「大日本印刷株式会社」と「株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ」と当社の共同事業会社である「株式

会社トゥ・ディファクト」が運営します電子書籍販売サイトの「ｈｏｎｔｏ」のサービスを統合し、予

てより推進してきました電子書籍と紙の書籍を販売するハイブリッド型総合書店「ｈｏｎｔｏ」として

５月に新たなサービスを開始し、６月には電子書籍と紙の書籍を販売する「ｈｏｎｔｏ」のサービスと

当社グループのリアル書店ネットワークが融合する、日本初の本格的ハイブリッド型総合書店サービス

の一つとして、共通ポイントの導入を始めました。この共通ポイントは、「株式会社トゥ・ディファク

ト」が発行する「ｈｏｎｔｏポイントカード」に会員登録いただくことで、「ｈｏｎｔｏ」サイト及び

サービス連携をおこなうリアル店舗でのお買い上げ時にもポイントが付与されます。サービス連携の対

象となるリアル店舗は順次拡大しております。

当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は1,315億63百万円（前年同期比1.0％減）、

営業利益は７億97百万円（前年同期比718.6％増）、経常利益は８億１百万円（前年同期は39百万円の経

常損失）となりました。また事業譲渡益等を特別利益に、固定資産の減損損失等を特別損失に計上した結

果、四半期純利益は３億53百万円（前年同期は26億97百万円の四半期純損失）となりました。

 

 セグメント別の業績は次の通りであります。

 

［文教市場販売事業］

 当事業は当社グループの中核をなし、以下の事業を行っております。

１．大学などの教育研究機関や研究者に対する学術研究及び教育に関する輸入洋書を含む出版物（書

籍・雑誌・電子ジャーナル、電子情報データベースほか）や英文校正・翻訳サービスをはじめとす

る研究者支援ソリューションの提供

２．図書館（公共図書館・学校図書館・大学図書館）に対する図書館用書籍の販売、汎用書誌データ

ベース「ＴＲＣ ＭＡＲＣ」の作成・販売及び図書装備（バーコードラベルやＩＣタグ等の貼付

等）や選書・検索ツール等の提供

３．教育・研究施設、図書館などの設計・施工と大学経営コンサルティングをはじめとする各種ソ

リューションの提供

 ４．大学内売店の運営や学生に対する教科書・テキストの販売等

 

　当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、株式会社雄松堂書店の研究者、研究機関向け洋古書、

専門データベース系開発商品等の特色ある商品・サービス及び丸善株式会社の大学向け教科書販売は概

ね想定通りに推移し、工事設備事業は増収となりました。一方で「住民生活に光をそそぐ交付金」を財源

とした契約の終了による減収及び特例公債法の成立の遅れに伴う予算執行の遅れもあり、売上高は514億

91百万円（前年同期比3.5％減）の減収となりました。また、丸善株式会社において前年実施しました希

望退職による人件費の削減が寄与し、営業費用は対前年同期比較で大幅に減少した結果、営業利益は18億

６百万円（前年同期比42.9％増）となりました。

 

［店舗・ネット販売事業］

当事業は、主に全国都市部を中心とした店舗網において和書・洋書などの書籍から文具・雑貨・洋品

まで多岐にわたる商品の販売を行うほか、書籍や音楽・映画ソフトのネット販売を行っております。

  店舗の状況といたしましては、期初92店舗でスタートし、２月に「溜池山王店」「柏高島屋店」「名古
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屋ラシック店」「盛岡川徳店」、３月に「新宿店」、９月に「町田モディ店」の６店舗を閉店し、一方３

月新潟において従来の書籍販売「ジュンク堂書店」に併設する形で、文具店「ＭＡＲＵＺＥＮ」を新た

に出店、５月に「弘前中三店」、10月に「町田ジョルナ店」を開店いたしました。なお、６月に店舗移転に

より一時閉店しておりました「名古屋栄店」は、９月27日に名古屋市中心地区栄の丸栄百貨店内でリ

ニューアルオープンいたしました。その結果、10月末で89店舗となっております。また、６月よりハイブ

リッド型総合書店「ｈｏｎｔｏ」のポイントサービスを主要店舗で開始し、連携対象となる店舗を順次

拡大しております。

　
当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は588億52百万円（前年同期比5.1％減）、営

業損失は３億69百万円（前年同期は3億26百万円の営業損失）となりました。

 

［図書館サポート事業］

当事業は、図書館の業務効率化・利用者へのサービス向上の観点から、カウンター業務・目録作成・蔵

書点検などの業務の請負、地方自治法における指定管理者制度による図書館運営業務、ＰＦＩ（Private

Finance Initiative）による図書館運営業務及び人材派遣を行っております。

 当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、図書館受託館数は期初690館から61館増加し、10月末

では751館となりました。

以上の結果、当事業の売上高は115億23百万円（前年同期比10.8％増）、営業利益は７億48百万円（前

年同期比5.6％増）となりました。

 

［出版事業］

当事業は、『理科年表』をはじめとする理工系分野を中心とした専門書・事典・便覧・大学テキスト

に加え、絵本・童話などの児童書、図書館向け書籍の刊行を行っております。また医療・看護・芸術・経

営など多岐にわたる分野のビデオ・ＤＶＤについても発売を行っております。

当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、専門分野として『放射性核種の海洋拡散予測解

析』『放射線を科学的に理解する』『かたち創造の百科事典』『鉄道構造物等設計標準・同解説　耐震

設計』『レビンソン微生物学・免疫学』、児童書として『ルルとララシリーズ』『デルトラ・クエス

ト』『ミニしかけ絵本』など、合計新刊203点を刊行いたしました。

以上の結果、当事業の売上高は34億17百万円（前年同期比2.2％減）、営業利益は98百万円（前年同期

比66.0％減）となりました。
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 ［その他］

当事業は、書店やその他小売店舗を中心に企画・設計デザインから建設工事・内装工事・店舗什器・

看板・ディスプレーなどのトータルプランニングや図書館用図書の入出荷業務等を行っております。ま

た、当期よりＡｐｐｌｅ製品やパソコンの修理・アップグレード設定等の業務を主として行う、株式会

社図書館流通センターの子会社であるグローバルソリューションサービス株式会社を連結の範囲に含

めております。

当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、店舗内装業における既存顧客への空調照明メンテ

ナンス提案や保育所及び空港内喫煙所の新設案件などの新規顧客を獲得、グローバルソリューション

サービス株式会社を連結の範囲に含めたこと等により売上高は増加しました。以上の結果、当事業の売

上高は62億78百万円（前年同期比74.3％増）、営業利益は３億47百万円（前年同期比12.3％増）となり

ました。

 

(2)財政状態の分析

①資産

当第３四半期連結会計期間の総資産の残高は、前連結会計年度末と比べ57億80百万円減少し、1,197億

74百万円となりました。主な要因は、受取手形及び売掛金、前渡金が減少したことであります。

②負債

当第３四半期連結会計期間の負債の残高は、前連結会計年度末と比べ61億34百万円減少し、885億94百

万円となりました。主な要因は、短期借入金、前受金、長期未払金の減少であります。

③純資産

当第３四半期連結会計期間の純資産の残高は、前連結会計年度末と比べ３億54百万円増加し、311億80

百万円となりました。主な要因は、利益剰余金の増加であります。

　

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

出版流通市場は、書籍雑誌販売額が７年連続で前年割れをし、一方で外国企業を含む電子書籍事業への

取り組みが話題となるなど、近年大きな環境変化の渦中にあります。このような環境下において、当社で

は持続的で安定的な成長基盤を構築するために、グループ各社の持つノウハウの共有や共通業務の効率

化を進めることで各事業の効率性向上を図ることはもちろん、この大きな変化を事業チャンスととらえ、

グループ各事業会社のシナジーを最大化し、成長戦略を構築することが最も重要な課題と認識しており

ます。

  そのため当社では、当社の有する日本最大規模の書店ネットワークと、親会社である大日本印刷株式会

社及び株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモと当社が合弁で設立した株式会社トゥ・ディファクトの運営

する電子書籍販売サイト「ｈｏｎｔｏ」を連携することで、紙の書籍も電子書籍も取り扱うハイブリッ

ド型総合書店サービスを平成24年５月中旬にスタートさせ、続いて同年６月20日には、当社グループ書店

との共通ポイントをはじめとする様々なサービス連携を開始いたしました。当四半期期末時点で28店舗

に導入を終え、これにより「ｈｏｎｔｏ」における会員情報と、当社グループ書店での購買情報とが結び

つけられ、電子書籍を含めた統合的な販売情報分析が可能になってまいります。当社グループ書店では、

これを顧客向け販促などに活用することで売上向上を図ることはもとより、仕入や流通面での改善にも

活かすことで、売り逃し防止や返品率の圧縮など、書店収益構造の改革に向けた取り組みを進めてまいり

ます。加えて、店舗事業においては営業効率の向上に向けたスクラップ＆ビルドを進め、商圏内での高い

市場占有率が見込める地域を中心に、他社との業務提携などの手法も含めた出店を進め、仕入力、ブラン

ド力の強化を図っております。また、グループ書店間の在庫の偏在をなくし、品切れの防止および迅速な
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補充や客注対応を行うため、グループ内物流網の構築に着手し、よりお客さまに満足いただけるようサー

ビスの充実に努めております。

また電子化への取り組みについては、個人消費者向け事業のみならず、丸善株式会社においては大学を

中心とした機関向け電子書籍販売システム「Maruzen eBook Library」を導入し、株式会社図書館流通セ

ンターでは、公共図書館向けに紙の書籍も電子書籍も扱える貸出システム「TRC-DL（TRC-Digital

Library）」の提供に注力しております。さらには、株式会社雄松堂書店では、これまで培った研究者向け

各種資料のデータベース化などの商品開発を進め、丸善出版株式会社では全ての新刊書籍の制作段階で

電子化への対応を準備するなどの取り組みを行なっております。

このように当社では、異業種や外資を含めた競合の参入により、これから本格化する出版コンテンツの

電子化の潮流の中、単にこれまでの事業を電子へ置き換えるのではなく、グループ各社がこれまで蓄積し

た営業基盤やコンテンツ、ブランドなどの資産を、電子化によりさらに活性化させることで事業効率を一

層高めるべく、戦略を推進しております。

一方、このような競争環境の下ではＩＴの重要性が、競争力としても、また開発の管理・ガバナンス面

でも一層増してまいります。当社では親会社である大日本印刷株式会社のグループリソースの活用によ

りＩＴに関する開発力と、その管理・ガバナンスの両面で体制強化を進め、グループとしてその一層の強

化を図ってまいる所存です。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年10月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 92,554,08592,554,085
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数　100株

計 92,554,08592,554,085― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年10月31日 ― 92,554 ― 3,000 ― 11,464

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年10月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　　1,300

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

92,496,500
924,965 ―

単元未満株式
普通株式

56,285
― ―

発行済株式総数 92,554,085― ―

総株主の議決権 ― 924,965 ―

(注) １．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成24年７月31日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　　 ２．「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式が75株含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年10月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
丸善ＣＨＩホールディン
グス株式会社

東京都新宿区市谷左内町
31番地２

1,300 ― 1,300 0.00

計 ― 1,300 ― 1,300 0.00

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 ― 小澤　嘉謹 平成24年８月20日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年８月１日

から平成24年10月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年２月１日から平成24年10月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、明治監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年１月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,874 15,068

受取手形及び売掛金 20,240 17,713

商品及び製品 42,522 42,926

仕掛品 1,057 817

原材料及び貯蔵品 285 700

前渡金 6,356 2,686

その他 2,422 2,744

貸倒引当金 △258 △211

流動資産合計 87,501 82,445

固定資産

有形固定資産 20,036 20,169

無形固定資産 4,821 4,262

投資その他の資産

投資有価証券 3,469 3,261

敷金及び保証金 8,138 7,466

その他 2,010 2,603

貸倒引当金 △434 △442

投資その他の資産合計 13,184 12,888

固定資産合計 38,042 37,320

繰延資産 11 8

資産合計 125,555 119,774
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年１月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年10月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 22,300 24,150

短期借入金 29,344 24,821

1年内返済予定の長期借入金 2,531 2,806

前受金 5,228 3,555

未払法人税等 532 316

賞与引当金 130 417

返品調整引当金 367 241

ポイント引当金 282 223

その他 6,262 5,574

流動負債合計 66,980 62,105

固定負債

社債 1,040 1,000

長期借入金 6,702 6,918

長期未払金 12,878 11,345

退職給付引当金 3,944 4,069

その他 3,183 3,155

固定負債合計 27,749 26,488

負債合計 94,729 88,594

純資産の部

株主資本

資本金 3,000 3,000

資本剰余金 14,217 14,217

利益剰余金 14,052 14,386

自己株式 △0 △0

株主資本合計 31,269 31,603

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △1,230 △1,326

その他の包括利益累計額合計 △1,230 △1,326

少数株主持分 786 902

純資産合計 30,825 31,180

負債純資産合計 125,555 119,774
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年２月１日
　至 平成23年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年２月１日
　至 平成24年10月31日)

売上高 132,878 131,563

売上原価 101,099 101,260

売上総利益 31,778 30,303

販売費及び一般管理費 31,680 29,506

営業利益 97 797

営業外収益

不動産賃貸料 409 394

その他 397 376

営業外収益合計 806 770

営業外費用

支払利息 297 288

不動産賃貸費用 282 213

支払手数料 104 83

その他 258 181

営業外費用合計 943 766

経常利益又は経常損失（△） △39 801

特別利益

事業譲渡益 － 589

受取補償金 55 253

その他 13 109

特別利益合計 68 951

特別損失

固定資産除却損 100 161

投資有価証券評価損 537 －

減損損失 31 694

早期退職関連費用 1,289 －

その他 79 185

特別損失合計 2,038 1,041

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△2,009 712

法人税、住民税及び事業税 572 520

法人税等調整額 60 △147

法人税等合計 633 372

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△2,643 339

少数株主利益又は少数株主損失（△） 54 △14

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,697 353
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年２月１日
　至 平成23年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年２月１日
　至 平成24年10月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△2,643 339

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 245 △98

持分法適用会社に対する持分相当額 － 1

その他の包括利益合計 245 △96

四半期包括利益 △2,397 242

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,451 257

少数株主に係る四半期包括利益 53 △15
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年２月１日  至  平成24年10月31日)

連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、重要性が増したグローバルソリューションサービス株式会社を連結の範囲に含め

ております。

　
【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年２月１日  至  平成24年10月31日)

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

  １　偶発債務

　
前連結会計年度
(平成24年１月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年10月31日)

差入保証金の流動化による譲渡高 807百万円 667百万円

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却金額

は、次のとおりであります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年２月１日
至  平成23年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年２月１日
至  平成24年10月31日)

減価償却費

のれんの償却金額

1,905百万円

8　〃

1,920百万円

14　〃

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年２月１日  至  平成23年10月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年２月１日  至  平成24年10月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年２月１日  至  平成23年10月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント

その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

四半期連結
損益計算書
計上額(注)3

文教市場
販売事業

店舗・
ネット販
売事業

図書館
サポート
事業

出版事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 53,35062,03010,3993,495129,2763,601132,878 ― 132,878

セグメント間の内部売
上高又は振替高

353 290 1 455 1,1001,4262,527△2,527 ―

計 53,70362,32010,4003,951130,3775,028135,405△2,527132,878

セグメント利益又は損
失（△）

1,264△326 708 290 1,936 309 2,246△2,148 97

(注) １.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、文化系小売事業の店舗内装の設計・

施工に関する事業、倉庫業及びその他の事業であります。

   　２. セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引の消去21百万円、各報告セグメントに報告されない全

社費用△2,170百万円が含まれております。全社費用は、主に経営管理部門に関する費用であります。

 　　３. セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年２月１日  至  平成24年10月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円）

　

報告セグメント

その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

四半期連結
損益計算書
計上額(注)3

文教市場
販売事業

店舗・
ネット販
売事業

図書館
サポート
事業

出版事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 51,49158,85211,5233,417125,2856,278131,563 ― 131,563

セグメント間の内部売
上高又は振替高

148 209 30 429 818 1,2022,020△2,020 ―

計 51,64059,06211,5543,846126,1037,481133,584△2,020131,563

セグメント利益又は損
失（△）

1,806△369 748 98 2,284 347 2,631△1,833 797

(注) １.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、文化系小売事業の店舗内装の設計・

施工に関する事業、倉庫業、Ａｐｐｌｅ製品・ＰＣ修理に関する事業及びその他の事業等であります。

　 　２. セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引の消去231百万円、各報告セグメントに報告されない全

社費用△2,065百万円が含まれております。全社費用は、主に経営管理部門に関する費用であります。

　　 ３. セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「文教市場販売事業」及び「全社」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を計上しております。な

お、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては694百万円であります。

　（のれんの金額の重要な変動）

当第３四半期連結累計期間よりグローバルソリューションサービス株式会社を連結の範囲に含めたた

め、のれんは「その他」セグメントにおいて144百万円増加いたしました。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年２月１日
至  平成23年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年２月１日
至  平成24年10月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△) △29円14銭 3円82銭

    (算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)(百万
円)

△2,697 353

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損
失金額(△)(百万円)

△2,697 353

    普通株式の期中平均株式数(千株) 92,553 92,552

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年12月14日

丸善ＣＨＩホールディングス株式会社

取締役会  御中

　
明治監査法人

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    笹　　山　　　 淳       ㊞

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    志　　磨　　純　　子    ㊞

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    小　　貫　　泰　　志    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸善
ＣＨＩホールディングス株式会社の平成24年２月１日から平成25年１月31日までの連結会計年度の第３四半
期連結会計期間(平成24年８月１日から平成24年10月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年２月
１日から平成24年10月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損
益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、丸善ＣＨＩホールディングス株式会社及び連
結子会社の平成24年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成
績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
　　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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